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ＥＥＵＵににおおけけるるエエココロロジジカカルルネネッットトワワーーククにに係係るる政政策策  

制 度 名 内  容 

ヨーロッパの野生生物及

び自然なハビタットの保

護に関する条約(ベルン条

約） 

 

 

○ 1979 年に欧州委員会（Council of Europe）において採択さ

れた条約で 1982 年 6 月に発効 

○ 野生動植物とそのハビタットの保全を保障するという主

要目的に加えて、加盟国間の協力の奨励、渡り鳥を含む

絶滅危惧種等に対し特に留意することを求めている 

○ 条約の適用をモニターするという責任を有する常任委員

会が設置されている 

野鳥の保護に関する EC理

事会指令（野鳥指令：EC 

Birds Directive） 

○ 1979 年に EC理事会において採択され、1981 年 4 月に発

効 

○ 渡り鳥及び絶滅のおそれのある鳥類等について十分な多

様性と生息地の保護を行うことを目的に定められた 

○ EU 加盟国は、指令に定められた基準に基づき、国内に「特

別保護地域（SPA: Special Protection Areas）」を指定し、こ

れらについて厳重な保護を図ることとしている 

自然及び半自然のハビタ

ットと野生動植物の保全

に関する EC 理事会指令

（ハビタット指令：EC 

Habitat Directive） 

○ 1992 年に EC委員会において採択 

○ ｢野鳥指令｣の SPA 設置の原則を自然及び半自然の生息地

に 拡 大 し ､ ｢ 保 全 特 別 地 域 (SAC: Special Areas of 

Conservation)｣を指定することを位置付け、｢野鳥指令｣の

特別保護地域と併せて、全ヨーロッパにおいて保護地域

が適切に設定されることにより、統一的で緊密な生態系

ネットワークを形成することを規定 

（出典）環境庁地球環境部「地球環境キーワード事典」等各種資料より国土交通省国土計画局作成 
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オオラランンダダのの生生態態系系ネネッットトワワーークク計計画画のの特特徴徴  

項  目 内  容 

１． 景観生態学の応

用によって立て

られたランドス

ケープ計画 

 

○計画はおおむね以下のプロセスで作成される 

① 計画を立案する上でのベースとなるビオトープ図の作成 

② ネットワークの形成による保全目標種の選定 

③ 目標種の環境要求性、とりわけその生息や移動に必要とされるハビタッ

トのタイプやその面積の把握 

④ 目標種の生息、移動に配慮したコアエリア、自然創出区域、生態的回廊

の配置計画 

○ ネットワークが実際に形成されていくことにより、そのモニタリングを通し

て、生態的インフラストラクチャーが対象種(群)の個体群や生物群集に与え

る影響を把握することが可能になりつつある 

○ モニタリング結果は、計画や施設設計・管理にフィードバックされ、生態系

ネットワークや生態的インフラストラクチャーの改善を促す 

２． 地図化・定量化

された具体性の

ある計画 

 

○ 計画が明確化されたことによって国民、議会、関係諸機関などの理解が得ら

れ、計画の実現化が進行中 

○ 生態学的検討に基づいた計画を土地利用計画に結びつけ、インフラストラク

チャー整備との整合を図るために事業実施のための詳細計画図が作成され、

これに従って動物移動路などの生態的インフラストラクチャーの整備計画が

立てられている 

・既存の道路、鉄道、水路などに対する横断方向での動物の移動障害の軽減

や道路沿道空間、河川、水路を利用しての縦断方向への生態的回廊の形成が

主。生態学的側面から検討された目標種やガイド種の移動ルートや利用する

ビオトープタイプに関する情報は、特に線状、帯状のインフラストラクチャ

ーに縦断方向・横断方向の動物移動路を折り込む際にその配置と構造の決定

に重要な役割を果たしている 

○ 地域レベルの生態系ネットワーク計画では、国土生態系ネットワークが明確

に上位計画になっており、その一部を担うより詳細な計画としての性格を持

っている。このため、計画プロセスの最初に上位計画との整合が検討され、

計画の大枠が決定される 
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３． 生態系ネットワ

ーク計画が、多様

な主体の連携に

より実施されて

いる 

 

○ 計画推進のコーディネーター役は、計画策定部局、すなわち中央政府では農

業・自然管理・漁業省が、また、地域レベルでは自然保護・ランドスケープ

保全の主幹部局が実施。これらの部局は、生態系ネットワークの整備に関係

する多くの機関の調整を行うとともに、用地の買収、ネットワークの生態的

機能の維持・向上に対する補助金交付などにより実施部門の一部としても機

能している 

○ 環境ＮＧＯも調査への参加や土地の管理や用地の確保などを通して生態系ネ

ットワークの実現に大きな役割を果たしている 

 

※ランドスケープ体系第５巻、ランドスケープエコロジー(社団法人日本造園学会編、1999)に基

づき作成 

２－２ 
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首首都都圏圏のの都都市市環環境境イインンフフララ整整備備のの推推進進にに際際ししててのの課課題題  

  

｢自然環境の総点検等に関する協議会(※)｣が、自然環境の保全及び水と緑のネットワークの

形成を推進することを目的に平成 16 年 3 月にとりまとめた｢首都圏の都市環境インフラのグ

ランドデザイン～首都圏に水と緑と生き物の環を～｣報告書から課題を抜粋。  

項 目 内     容 

グ ラ ン

ド デ ザ

イ ン の

フ ォ ロ

ー ア ッ

プ 

○本グランドデザインでは、首都圏における自然環境の現状を可能な限り網羅的、客観

的に把握し、首都圏の都市環境インフラの将来像及びその実現に向けた関係主体の行

動方針を示している。本グランドデザインの実現に当たっては、国、地方公共団体の

みならず、市民や事業者を含めた多様な主体の連携が必要である。 

○本グランドデザインでは、現時点でのデータや知見の不足から、例えば水と緑のネッ

トワークが果たす温暖化防止機能や局気象調節機能、防災機能の定量的把握、また、

市街地や住宅地における街路樹や生け垣等の小規模な自然環境や各々の自然環境の

質とその効果などについて、評価や分析が不十分であること等の課題がある。 

○首都圏の自然環境の現況や目標像、施策の効果や達成度の分析を客観的・科学的な指

標に基づいて行うために、必要となるデータの収集・整備、調査研究、技術開発等を

積極的に行う必要がある。 

○現在、各関係主体が独自に設定している都市環境インフラに関連する目標値につい

て、首都圏における共通の目標像としてわかりやすく示す観点から、自然環境の現状

や効果を認識したうえで、関係主体共通の目標値を設定するための検討を行うことが

必要である。 

○このため、引き続き自然環境の総点検等に関する協議会等を存続し、都市環境インフ

ラの整備状況や課題への対応等についてフォローアップ等を行うものとする。フォロ

ーアップを適切に実施するため、自然環境の保全、再生、創出についての各主体の取

組状況や基本目標の達成状況を的確に把握する体制を整備する必要がある。このよう

なフォローアップの結果、必要が生じたときには本グランドデザインを見直すことと

する。  
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首 都 圏

の 自 然

環 境 に

関 す る

デ ー タ

ベ ー ス

の整備 

○自然環境の保全、再生、創出に当たっては、首都圏における自然環境の現状を網羅的、

客観的に把握するとともに、それらを各主体の取組において活用するために、必要に

応じて公表する必要がある。しかしながら、現状においては、国の機関や都県市がそ

れぞれの方法でデータを整備しており、データの汎用的利用に際しては多大な労力を

要するものとなっている。また、先に記した自然環境に関するより的確な現状分析や

計画策定を行う上で不足しているデータ分野について、その整備が必要である。その

上で、国の機関や都県市等が自然環境に関するデータを都県市の枠にとらわれずに相

互に利用できるような、自然環境に関する総合的なデータベースの整備を推進する必

要がある。 
○さらに、国の機関や都県市のみならず、ＮＰＯ等の市民団体も自然環境に関する有用

なデータを保有していること、また新たなデータの収集における取組主体となること

が考えられ、これらの主体間の連携した取組を進めることも必要である。 
○これらのデータベースを活用することにより、自然環境の保全、再生、創出施策とそ

の効果を測定することのできる首都圏環境シミュレーションモデルを構築すること

を目指す。 
 

多 様 な

主 体 に

よ る 都

市 環 境

イ ン フ

ラ 整 備

の 効 果

的推進 

○ 首都圏の緑地などの自然環境は趨勢としては減少傾向が続いており、この傾向に歯

止めをかけ、さらに自然環境を増やすために都市環境インフラの保全、再生、創出

に取り組むには、今後、相当の努力が必要である。その際、行政が行う直接的な緑

地の確保等の事業はもちろんであるが、首都圏全域に占める民有地の割合が高いこ

とから、行政以外の主体による緑地の保全や緑化などの努力による寄与が非常に大

きいことを認識する必要がある。したがって、今後の緑地の保全、創出などの都市

環境インフラ整備の施策展開においては、行政による主体的な取組の推進のみなら

ず、市民や事業者を含めた多様な主体の積極的な取組や参画が本グランドデザイン

の効果的推進に必要不可欠な要素となる。 
 

(※)自然環境の総点検等に関する協議会：｢首都圏再生会議｣のもとに設置された協議会のひとつ。七都県

市､茨城県､さいたま市により構成。 

なお、首都圏再生会議は、都市再生プロジェクトを推進する等首都圏の再生を進めるに当た

り必要となる課題を解決するための常設の協議機関。平成 13 年設置。国と東京圏の七都県

市で構成。首脳会議の本部長は内閣総理大臣、副本部長は国土交通大臣、関係大臣、七都県

市の知事・市長。 
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エコロジカルネットワークの構築に向けた 

公共事業連携効果の基本的考え方のとりまとめ 

森林整備事業と農村

整備事業の間のエコ

ロジカルネットワー

クの効果等の検討 

都市公園事業と農村

整備事業の間のエコ

ロジカルネットワー

クの効果等の検討 

国土審議会等の議論  
（エコロジカルネットワーク形成の目的、意義、効果等） 

その他の水系におけるエコロジカル 
ネットワークの効果等の整理 

 

 

 

総合的なエコロジカルネットワーク構想図の作成手法及び構想実現方策の確立 

総合的なエコロジカルネットワーク構築のための 

公共事業連携マニュアルの策定 

総合的なエコロジ

カルネットワーク

構想図の作成手法

の検討 

 

「エコロジカルネットワークの構築に向けた公共事業連携方策検討調査」 

４省庁連携調査（農林水産省、林野庁、国土交通省、環境省、97,896 千円）

総合的なエコロジカルネット

ワーク構想図を策定するに当

たっての必要な事項の検討  
1) 調査手法・計画構想 
2) 計画策定手法 

構想図に基づく規

制誘導措置等によ

る構想実現方策の

検討 

 

構想図に基づく公共事業連携

に当たっての必要な事項の検

討   
1) エコロジカルネットワー

クの構築に際しての事業連

携 
 
2) エコロジカルネットワー

ク形成後の管理 
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新新･･生生物物多多様様性性国国家家戦戦略略のの実実施施状状況況のの点点検検結結果果((第第２２回回))ににつついいてて  

(抜粋) 

 
 新・生物多様性国家戦略（以下「新国家戦略」という）は、平成 14 年 3 月

27 日に地球環境保全に関する関係閣僚会議において決定された。この新国家戦

略は政府全体として「自然と共生する社会」を実現することを目的に、自然環

境とこれらに関する施策等の全般を論じるとともに、保全だけではなく、広範

な分野、領域における持続可能な利用の観点も重視した、自然の保全と再生の

トータルプランとして策定されている。 
 この新国家戦略に基づく施策の着実な推進を図るため、毎年、国家戦略の実

施状況を点検することとしている。 
 第１回目の点検は、平成 15 年 11 月にとりまとめられており、中央環境審議

会から、 
① 点検の方法について、関係省庁の取組を十分に反映しつつ、生物多様性上

の課題について体系的に点検を行うこと、また、地方自治体、企業、民間

団体の取組についても情報を収集し点検することが重要であること、 
② 関係省庁が実施している環境調査について、連携が図られるよう枠組みの

整備が必要なこと、 
③ 新国家戦略の普及・啓発に努めること、 
④ 生物多様性の理念について議論を深めること 

の指摘がなされている。 
 平成 16 年度に実施する点検に当たっては、新国家戦略の施策の進捗状況に加

えて、これらの指摘についての対応状況についても点検を行っている。 
 第 2 回目の点検については、生物多様性国家戦略省庁連絡会議の担当者会議

を平成 16 年 4 月 12 に開催するとともに、関係省庁の自主的な点検に着手し、

とりまとめをおこなっている。 
 
 なお、表中の進捗状況の記号は以下の意味である。頁は、点検結果資料のま

ま。 
 ○実施中、△検討中、×未着手 

参 考 
























